
◎平成十三年九月十一日のアメリカ合衆国において発生したテロ

リストによる攻撃等に対応して行われる国際連合憲章の目的達

成のための諸外国の活動に対して我が国が実施する措置及び関

連する国際連合決議等に基づく人道的措置に関する特別措置法

の一部を改正する法律 
（平成一八年一一月一日法律第九九号）   

一、提案理由（平成一八年一〇月一三日・衆議院国際テロリズムの防止及び我が国の協

力支援活動並びにイラク人道復興支援活動等に関する特別委員会） 

○塩崎国務大臣 ただいま議題となりました平成十三年九月十一日のアメリカ合衆国に

おいて発生したテロリストによる攻撃等に対応して行われる国際連合憲章の目的達成の

ための諸外国の活動に対して我が国が実施する措置及び関連する国際連合決議等に基づ

く人道的措置に関する特別措置法の一部を改正する法律案について、その提案理由及び

その内容を御説明いたします。 

 国際社会によるテロとの闘いにおいては、これまで我が国としても、同法に基づき、

海上自衛隊の補給艦等をインド洋に派遣し、海上阻止活動に参加する艦艇に対する給油

支援を行うなどの取り組みを行い、各国から高く評価されているところであります。 

 しかしながら、今日の状況を見ますと、テロとの闘いについては、一定の進展は見ら

れるものの、アルカイダ及びその関連組織やアルカイダの影響を受けた細胞等の関与が

疑われるテロ事件が世界各地で引き続き発生しており、国際テロの根絶は、依然として

国際社会の大きな課題となっていることから、各国は、今後もテロとの闘いを継続する

見通しであります。 

 このような中、我が国としては、国際協調のもと、引き続き、国際社会の責任ある一

員としてテロとの闘いに寄与していくことが重要であります。 

 この法律案は、このような状況を踏まえ、我が国が国際的なテロリズムの防止及び根

絶のための国際社会の取り組みに積極的かつ主体的に寄与するため、平成十三年九月十

一日にアメリカ合衆国において発生したテロリストによる攻撃によってもたらされてい

る脅威の除去に努めることにより国際連合憲章の目的の達成に寄与する諸外国の軍隊等

の活動に対して我が国が実施する措置及び関連する国際連合決議等に基づき我が国が人

道的精神に基づいて実施する措置を引き続き実施するものとし、もって我が国を含む国

際社会の平和及び安全の確保に資することを目的として提出するものであります。 

 以上がこの法律案の提案理由であります。 

 この法律案の内容は、現行法の期限をさらに一年間延長し、施行の日から六年間とす

るものであります。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその内容でございます。 

 何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御賛同あらんことをお願いいたします。 

 ありがとうございました。 



二、衆議院国際テロリズムの防止及び我が国の協力支援活動並びにイラク人道復興支援

活動等に関する特別委員長報告（平成一八年一〇月一九日） 

○浜田靖一君 ただいま議題となりましたテロ対策特別措置法の一部を改正する法律案

につきまして、国際テロリズムの防止及び我が国の協力支援活動並びにイラク人道復興

支援活動等に関する特別委員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、テロ対策特別措置法に基づき我が国が実施する措置を引き続き実施し、もっ

て我が国を含む国際社会の平和及び安全の確保に資するため、同法の期限を一年間延長

するものであります。 

 本案は、十月六日本院に提出され、同月十三日の本会議において趣旨説明及び質疑が

行われました。 

 本委員会におきましては、同日塩崎内閣官房長官から提案理由の説明を聴取した後、

十六日より質疑に入り、本日質疑を終局し、討論を行い、採決いたしましたところ、本

案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決した次第であります。 

 以上、御報告申し上げます。 

三、参議院外交防衛委員長報告（平成一八年一〇月二七日） 

○柏村武昭君 ただいま議題となりましたテロ対策特別措置法改正案につきまして、外

交防衛委員会における審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 この法律案は、平成十三年九月十一日に米国で発生したテロリストの攻撃による脅威

の除去に努めることにより国連憲章の目的達成に寄与する諸外国の軍隊等の活動に対し

て我が国が実施する措置等について定めるテロ対策特別措置法の有効期限を一年間延長

しようとするものであります。 

 委員会におきましては、塩崎内閣官房長官、久間防衛庁長官及び麻生外務大臣に対し

質疑を行いました。 

 質疑の主な内容は、テロ対策特措法の有効期限を一年間延長する理由、海上自衛隊の

活動海域、海上阻止活動、海上自衛隊の協力支援活動の成果、自衛隊の国際平和協力に

係る恒久法制、周辺事態安全確保法とテロ対策特措法による活動の関係、アフガニスタ

ンの治安情勢と復興支援・麻薬問題対策などでありますが、その詳細は会議録によって

御承知願います。 

 質疑を終え、討論に入りましたところ、日本共産党の緒方委員より反対する旨の意見

が述べられました。 

 次いで、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定いた

しました。 

 以上、御報告申し上げます。 


